
第７章 地下水排除工 

 

７－１ 地下排水工の概要 

７－１－１ 形式の選定 

 
半の沢は沢地形であり、盛土完成後に地下水が低地部に集まりやすい地形となっている。また沢

筋や沢水が複数あることから、排水対策を行わない場合、地下水位が上昇し盛土の安定が阻害さ

れる恐れがある。そのため、地下水排除工を行い、盛土の安定を図ることとする。 

本計画では、ソイルセメントを盛土下部に施工するため、ソイルセメントの下部と上部に地下排

水管を設置する。加えて、盛土下部（ソイルセメント下部・上部）に基盤排水層（ｔ＝50cm、粒調

砕石 40mm）を設ける計画としている。 

また大規模盛土工を実施するため、一時的に裸地となり、沢筋を埋め立てることから、工事中に

おいては裸地時における排水をすべて地下排水管で行う機能を持たせ、盛土工完了後は通常の表面

排水路で処理する方針とする。 

 

地下排水工は、役割、形式、機能によって次のように分類できる。 

 

図７－１ 地下水排除工の例（宅造マニュアルⅠ P206） 

 

 役割 本暗渠   地盤に含まれた過剰水分を吸水し、滞留させることなく 

下流へ流送するもので、所定の通水能力を期待するもの。 

補助暗渠 地盤に含まれた過剰水分を吸水するもの。 

 

 形式 Ⅰ型 施工中の排水を主目的とするもの。 

  Ⅱ型 工事後も排水を必要とする区域に設置するもの。 

 

 機能 吸水渠 管の表面から吸水が可能な管など 

  集水渠 吸水した地下水を下流へ流送するだけの機能のもの。 
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７－１－２ 地下排水工における構造適用について 

 

半の沢地区において基本的な地下排水形式については有孔管とするが、本計画においては、保

安林区域のため、長野県の「林地開発の手引き」に準拠するものとして、管種の構造等については

以下のとおりとした。 

 

 

長野県林地開発の手引き（その２ P240） 

 

 

長野県林地開発の手引き（その２）P240） 

 

本設計では、林地開発基準に準拠しつつも高盛土を実施するため、施工が容易でかつ、実現可

能な方策を検討しなければならないと考えられる。 
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７－１－３ 管渠の構造について 

有孔管、透水管などの吸水渠は、吸水できる反面漏水する可能性があり、盛土のり面のように漏水

すると危険な箇所では使用できないが、本計画地の排水口はすべて地上排水路に直接接続し、盛土

法面に直接排水しない。また本計画では表面排水設備のみで排水計画を計画する地下排水工は、Ⅱ

型形式の吸水渠とする。 

使用する管種等は、図７－２より選定し、本暗渠、補助暗渠ともに有孔管を採用する。 

 

図７－２ 地下排水管の選定フロー（宅造マニュアルⅠ P208） 
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１）本暗渠の構造について 
本設計では高盛土となり、構造にも特別な配慮を行う必要がある。そのため今回では通常

の PRP 管などの使用は行わず、大深度でも使用が可能である、高耐圧ポリエチレン管（ハウ

エル管）を使用するものとする。高耐圧ポリエチレン管は、JIS K 6780 の準拠品であり、管

の性能は表-1 のとおりです。この「高耐圧ポリエチレン管」は、偏平率 50%まで性能があり

ます。 
 

表７－１ 高耐圧ポリエチレン管の性能 
性能項目 性能 

引張降伏応力 27N/mm2以上 
偏平率 圧縮降伏応力が呼び径の 50％までの圧縮量で現れないこと 
気密性 接合部に漏れがないこと 
耐環境応力き裂性 50％のき裂発生時間が 500 時間以上であること 
耐薬品性 各試験液とも質量変化が±0.2mg/cm2以内 
耐候性 引張破断伸び 350％以上 
 

なお、大深度における近年の使用実績（主に NEXCO）のについて、は表７－２のとおりとす

る。 

 
表７－２ 大深度高耐圧ポリエチレン管使用実績 

物     件     名 施         主 口     径 土被り 

中の谷残土処分場 山口県錦川開発事務所 φ８００ ５０ｍ 

新名神高速道路 

高槻 IC 工事 

西日本高速道路㈱ φ３００ 

φ６００ 

６０ｍ 

新名神高速道路 

切畑トンネル工事 

西日本高速道路㈱ φ６００～ 

φ１０００ 

５５ｍ 

 
 

今回構造計算において高盛土にも耐久可能な構造にする必要があるため、ハウエル管のう

ち、R30～R120 の４種類において構造比較を行った。 

計算結果は R30～R120 までの結果をまとめた表７－３のとおりとする。半の沢における最

大土被りが、30.4ｍとなることから、R60 の製品を採用するものとした。 

 
表７－３ 構造上耐久可能な管種及び土被り厚（φ1000） 

管種 対応土被り厚 

R30 24.4m 

R60 31.0m 

R90 31.8m 

R120 32.6m 
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また計算諸元については表７-４、計算方法は次の通りとする。 

また安全率については大深度における実績が少ないため、使用する明確な基準がないことから、

大深度で実績のある NEXCO の基準による安全率(Fs=1.25)を採用する。 

 

表７－４ 高耐圧ポリエチレン管の計算諸元 
項    目 採   用   値 備      考 

盛土材単位重量 γ＝20KN／m3 岩ズリが入った場合のケース 

内部摩擦角 φ=35°  

安全率 Fs＝1.25 NEXCO 採用の安全率基準 

許容曲げ応力  σa＝16200KN／㎡   

設計時の地下排水管の

最大土被り厚 
H=30.4m 

  

解析式 マーストン土圧公式   

許容たわみ量 5%   

 
 

 
マーストンの土圧公式 
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 ２）補助暗渠の構造について 
補助暗渠管については、長野県の林地開発の手引きに基づき、20ｍ間隔以下でφ300 ㎜

（有孔管）を配置する。 

 

 

出典：長野県林地開発の手引き（その２ P240） 

 

また、現地踏査の結果、湧水箇所や湧水跡が見られる箇所（２－３現地調査結果参照）について

は、当該地にφ600 ㎜（有孔管）を配置し、本管（φ1000 ㎜ 有孔管）と接続することで、盛土に

影響を与えない構造とする。施工時に、今回の調査箇所以外で湧水および湧水跡が確認された場

合は、同様に当該箇所にφ600 ㎜（有孔管）を追加配置する。 

 

図７－３ 地下排水平面図 
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７－２ 管渠の平面計画及び流量計算について 

７－２－１ 管渠の平面計画について 

管渠の排水計画は原則として、現地踏査や河川調査に基づき、沢筋に沿って入れるとともに、

工事中は裸地における流出排水全排水を排水する計画とする。本計画は、ソイルセメントを盛土

下部に施工するため、ソイルセメントの下部と上部に地下排水管を設置する。（巻末図面参照） 
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図７－４ 地下排水計画平面図（盛土下部） 
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図７－５ 地下排水計画平面図（ソイルセメント上部）
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７－２－２ 地下排水管の流量計算について 

地下排水の流域は、図７－６のとおりである。地下排水管の最大必要径は、流量計算上、本管φ

1000 ㎜、補助管φ300 ㎜とする。また、湧水現地踏査で確認された湧水または湧水跡地箇所につ

いては、別途地下排水管φ600 ㎜の有孔管を配置する。 

 
図７－６ 雨水流出区分図（地下排水） 

 

流量計算については、工事期間中における流出量と工事後の流出量を比較し、流出量の多い方を採用

する。なお、工事期間は５年程度とし、確率年は５年確率とする。工事後は、１００年確率を採用し比

較する。 

管径決定に使用している水面勾配は、計画区間の内最も緩い区間の勾配を使用している。暗渠管の余

裕率は、２割水深とし、粗度係数はポリエチレン管に用いられる 0.01 を採用する。更に流域面積も最
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下流部での面積としている。以上のことから管渠の通水量は、想定される流量に対して、十分な能力を

持っており、自由水面を有して地下排水管内を流下する。 

 

 

 
 

 

①工事中の雨水排水を流下させる５年確率の流出量 

 流出係数は、「長野県土木 設計基準」より設計上厳しくなるよう、林地は「0.5～0.75」の最大値

「0.75」、裸地「0.8～1.0」の最大値「1.0」、草地「0.4～0.8」の最大値「0.8」を採用し、流出量を

計算した。 

 

②工事後の 100 年確率の流出量 

 地下への流出係数は浸透率とするため、流出係数は設計上厳しくなるよう、林地は「0.5～0.75」

の最小値「0.5」、裸地「0.8～1.0」の最小値「0.8」、草地「0.4～0.8」の最小値「0.4」を採用し流出

量を計算した。 

 

 

以下に示す地下排水流量計算結果より、ソイルセメント下段部（現地盤レベル）については②工事

後の 100 年確率の流出を採用し、ソイルセメント上段部については、①工事中の雨水排水を流下させ

る５年確率の流出量を採用する。 
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表７－５ ソイルセメント下段部（現地盤レベル）の地下排水流量計算書（５年確率） 
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表７－６ ソイルセメント下段部（現地盤レベル）の地下排水流量計算書（１００年確率） 
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表７－７ ソイルセメント上段部の地下排水流量計算書（５年確率） 
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表７－８ ソイルセメント上段部の地下排水流量計算書（１００年確率） 

 

1
0
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第８章 土砂止工

８－１ 計画方針

本計画では、盛土上となる新たに改良された県道への土石流時の土砂流木の捕捉及び道

路改良に伴い築造した盛土を保全対象とし、半の沢上流部にH=12.0ｍ級の透過型堰堤を

計画する。

盛土両岸の残流域について、追加で調査を実施する。追加調査により、土砂流出の危険

性が確認された場合等については、関係機関と対策工について協議を実施し、対策を実

施する。 

８－２ 配置設計

ここでは､既往調査結果や流域の状況を踏まえ、本計画流域における最適な配置設計につ

いて検討を行う｡
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８－２－１ 土砂止工の配置

 本土砂止工は、保全対象直上流に計画基準点を配置し、計画土砂止工１基で計画流出量

に対し、整備率 100％を目標とする。 

図８－１ 造成計画 

小渋川 

土砂止工 

保全対象直上流に配置 
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図８－２ 半の沢流域 

 

土砂止工の配置計画は、以下の理由から保全対象直上流に透過型堰堤１基配置する計画

とする。 

 

・土石流の土砂災害から県道 59 号線の保全（生活道路の確保） 

・築造した盛土を保全 

・造成工事完了後は工事用道路や施工ヤードが不要となる。 

  

土砂止工候補地 

保全対象直上流～支川合流点 

半の沢 
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８－３ 基本事項の検討  

 

８－３－１ 計画基準点 
計画基準点とは、計画渓流において土砂量を決定する地点であり、その地域的特性を考

慮して必要な地点に設けるものである。 

本計画では、谷の出口に造成計画があるため、保全対象の直上流にあたる盛土部の上流端

を計画基準点とする。 

計画基準点付近は渓床勾配 i=1/6.1（9.31°）となっており、図８－４によると「土石流

堆積区間」にあたる。 

 
図８－３ 計画基準点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ８－４ 土砂移動の形態の渓床勾配による目安 

「土木事業設計基準 砂防編 長野県建設部 H30.4 改訂」P.9-1-9 

「砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）H28.4」P.9
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図８－５ 渓床勾配（本川） 
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図８－６ 渓床勾配（支川１、支川２） 
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図８－７ 渓床勾配（支川３） 
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図８－８ 渓床勾配（支川４、支川５） 
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図８－９ 渓床勾配（支川６）
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８－４ 土砂止工の計画規模

（１）計画規模

計画規模は流域の特性によって、一般に流出土砂量あるいは降雨量の年超過確率で評価す

るものとされている。（砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）P.8） 
土石流区間における対象流量は、計画規模の年超過確率の降雨量と、既往最大の降雨量を

比較し大きい方の値から算出される「土砂含有を考慮した流量」（洪水時）と土石流ピーク流

量（土石流時）とする。

１）計画規模の年超過確率の降雨量

本計画規模は 100 年超過確率とし、下表より飯伊エリアの 24 時間雨量は、276.4mm である。  

表 ８－１ 24 時間雨量 

（出典：「長野県内の降雨強度式：平成 28 年 4 月、長野県建設部河川課 
（資料-4 確率降雨量表（ガンベル法））」による。) 

２）既往最大の降雨量

計画地に隣接する気象台の既往最大の降雨量は、飯田気象台において 24時間雨量は 325.3mm
であった。日付は 1961 年 6 月 27 日である。 

以上より、対象流量は１）２）の 24 時間雨量を比較し、大きい値となる２）既往最大の降雨

量「325.3 ㎜/日」を採用し、検討する。 
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（２） 計画流出土砂量 
「砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）解説 H28.4」(P.14-15)より、計画流出土

砂量は、流域内の(1)移動可能土砂量と、計画規模の土石流が運搬できる(2)運搬可能土砂量を

比較して小さい方の値とする。  
 

図 ８－１０に計画流出土砂量の算定フローを示すが、計画流出土砂量は、流域内の移動可

能土砂量と計画規模の年超過確率の降雨量によって運搬できる運搬可能土砂量の両者を比較

し、小さい方の値を計画流出土砂量として設定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ８－１０ 計画流出土砂量設定フロー 
 
  

移動可能土砂量（Vdy1）
（不安定土砂量）

計画規模の土石流によって 
運搬できる土砂量（Vdy2） 

比較し、小さい値

計画流出土砂量
（計画対象土砂量）
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（２）－１ 移動可能土砂量(Vdy1) 
 
１）移動可能土砂量の算定 
 

本計画対象流域では、0 次谷を含めた移動可能土砂量の算定（「崩壊可能土砂量を的確に推

定することが困難な場合」の算定）にて算出する。 
 

表 ８－２ 移動可能土砂量算定表（計画基準点） 
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図 ８－１１ 渓流延長 

土砂止工流域概要図
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（２）－２ 運搬可能土砂量(Vdy2) 
 
１）運搬土砂量の算定 

計画規模の土石流によって運搬できる土砂量（運搬可能土砂量）は、「砂防基本計画策定指

針（土石流・流木対策編）」に準拠し、以下の通り算出する。 
 

 
（出典：「砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）」国土交通省、H28.4、P.19）  
  
 上記より、各係数は以下の通りとする。 
                    
                                         
 
 
 
 
 
土石流濃度（Cd）は次貢の平衡濃度式で求めるものとする。 
（ただし 0.3≦Cd≦0.54） 

Pp ：計画規模の降雨量（325.3mm 飯田気象台）  
Kv ：空隙率（0.4 程度） 
Cd ：土石流濃度  （0.3≦Cd≦0.54）  
Kf2 ：流出補正率（0.05(logA‐2.0)2+0.05） ただし、0.1≦Kf2≦0.5 
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（出典：「砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）」国土交通省、H28.4、P.25）  
 

【流出補正率】 

 
（出典：「砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）」国土交通省、H28.4、P.19）  
 

表８－３ 運搬可能土砂量算定表 

検討位置 
単流域 
面 積 
（km2）

計 画 
日雨量 
R24
（mm） 

渓床勾配 
流 出 
補正率 
Kf2 

土石流 
土 砂 濃

度 
Ｃd 

運 搬 可

能 
土砂量 
Ｖ

ec(m3) 

備 考
I θ（°）

計画基準

点 0.269 325.3 1/6.1 9.31 0.380 0.30 23,800  
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（２）－３ 計画流出土砂量(Vd) 
以上の計算により、移動可能土砂量の方が運搬可能土砂量よりも値は小さいため、計画基

準点における計画流出土砂量は以下の通りとなる。 
 

表 ８－４ 計画流出土砂量算定表 

基準地点 移動可能土砂量 
Vdy1（ｍ3）  

運搬可能土砂量 
Vdy2(ｍ3) 

計画流出土砂量 
Vd(ｍ3) 

計画基準点 10,172 ＜ 23,800 10,172 
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（２）－４ 計画流出流木量 
計画流出流木量算定は、『土石流基本計画策定指針(土石流･流木対策編), 平成 28 年 4 月,

国土交通省国土技術政策総合研究所』に準拠した。 
 
 
１）立木の流木発生面積の算定 

立木の流木発生面積は、土石流の発生・流下区間の距離に、渓床部及び渓岸部の流木流出

範囲の幅(林地幅)を乗じた値とする。 
 
２）流木発生面積の算定方法 

流木発生面積は、土石流発生時に浸食が予想される平均渓床幅に河道延長を乗じて求め、

下記のとおりとする。 
 

1111 dyd LBA   
 
ここに、A1：立木の流木発生面積(m2) 
ここ、 Bd1 ：土石流発生時に侵食が予想される林地幅(m) 
ここに、Ldy11：土石流発生時に侵食が予想される河道延長(m) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

土石流の発生及び流下幅

河　道 林地幅林地幅

河床堆積物
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３）発生流木量の算定結果 
 
計画対象流域における発生流木量は、表８－５に示す通りで V=139m3 となる。 
 
表 ８－５ 計画流出流木量算定表（計画基準点） 

 
 
計画基準点における流出流木量は以下のとおりである。 
 

表 ８－６ 計画流出流木量 

基準地点 発生流木量 
Ｖwy (m3) 流出率 計画流出流木量 

Ｖw (m3) 
計画基準点 139 0.9 125 
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土砂止工流域概要図

図８－１２ 土砂止工流域概要図
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４）計画流出量 
計画基準点において捕捉を要する計画流出量（Ｖ）は、計画流出土砂量（Ｖd）と計画流出流木量（Ｖ

w）の和とする。 
 

表 ８－７ 計画流出量 

基準地点 
計画流出土砂量 
Ｖd (m3) 

計画流出流木量 
Ｖw (m3) 

計画流出量 
Ｖ (m3) 

計画基準点 10,172 125 10,297 
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 砂防えん堤の設計流量は、計画規模の年超過確率の降雨量と、既往最大の降雨量を

比較し大きい方の値から算出される｢土砂含有を考慮した流量｣（洪水時）と、土石流ピ

ーク流量（土石流時）とする。 

（２）－５ 設計流量 
設計流量の算定にあたっては、『長野県 土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 P9-3-3』、『土石流・流

木対策設計技術指針，国土技術政策総合研究所，平成 28 年 4 月，P8』に準拠し算定を行った。 
 
 
１） 設計流量の考え方 
 
 
 
 
 
 
出典：『土木事業設計基準 砂防編 長野県建設部 H30.4 改訂 P9-3-3』 
出典：『土石流・流木対策設計技術指針，国土技術政策総合研究所，平成 28 年 4 月，P8』 
（本計画では、砂防えん堤を土砂止工と読み替えるものとする。） 
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２） 土砂含有を考慮した流量（洪水時） 
 算定式 

土砂含有を考慮した流量及び水のみの対象流量、下記に示す合理式より算定を行う。 
なお、確率規模については 1/100 年確率規模とする。 
 

土砂含有を考慮した流量 )1( QpQ  

水のみの対象流量    
AreArfQp 

6.3

1

6.3

1

 

 
ここに Ｑ：土砂含有を考慮した流量（m3/s） 
    Qp：水のみの対象流量（m3/s） 
    α：土砂混入率（50%：土石流対策堰堤） 
ｆ：流出係数（0.90：最大値） 
    ｒ：洪水到達時間内の平均雨量強度（325.3 ㎜/day:飯田気象台） 
re：有効降雨強度（mm/hr） 
Ａ：流域面積（km2） 
 
 

 流域面積 
各検討箇所における流域面積は以下の表のとおりである。 
 

表 ８－８ 各検討箇所における流域面積 

基準地点 流域面積 A（km2） 

計画基準点 0.269 
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 流出係数 
合理式法において用いる流出係数は、地被、植生、形状等を考慮して決定するものとする。 
当該渓流では、『土木事業設計基準 砂防編 長野県建設部 H30.4 改訂』P.9-3-6 に示される急峻な山

地における流出係数 Kf1＝0.75～0.90（最大値 0.90）を採用する。 
 

 有効降雨強度 
有効降雨強度は、下記に示す式を使用し、洪水到達時間 tp と有効降雨強度 re を決定する。 
 

   
35.022.0  reACtp  

606.0

22.0

221.1

60/

24

24 

















AC

fr
re

 
 
ここに  tp：洪水到達時間（min） 
Ｃ：係数（120） 
ｒe＝（325.3／24）＾1.21 × {24×0.90^2／（120／60×0.269＾0.22）}^0.606 
＝110.8（mm/h） 
 

表８－９ 各検討箇所における流域面積 

基準地点 
流 域 面 積

A（km2） 
有効降雨強度 re
（mm/h） 

計画基準点 0.269 110.8 
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 土砂含有を考慮した流量 
以上を基に土砂含有を考慮した流量を算定すると以下に示すとおりとなる。 
 
水のみの対象流量（計画基準点） 
 
             Ｑp＝1/3.6×ｒe×Ａ＝1/3.6×110.8×0.269＝8.28（m3/s） 
 
土砂含有を考慮した流量（計画基準点） 
 
  Ｑ＝Ｑｐ ×（1＋α）＝8.28×（1+0.5）＝12.42（m3/s） 
 
同様に計画基準点における値を計算した。 
 

表８－１０ 検討箇所における流域面積 

基準地点 
水 の み の

対 象 流 量

Qp（m3/s） 

土砂含有を考慮

し た 流 量 

Q（m3/s） 

計画基準点 8.28 12.42 
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 流出土砂量に基づく土石流ピーク流量(経験式)を求める際の 1 波の土石流により流

出すると想定される土砂量 Vdqp は、土石流・流木対策施設のない状態を想定して、渓

流長、侵食可能断面積を総合的に判断して最も土砂量の多くなる｢想定土石流流出区

間｣を設定し、この区間内における移動可能土砂量と運搬可能土砂量のうち、比較して

小さい方の値とする。 

（２）－６ 土石流ピーク流量(土石流時) 
 算定式 

土石流ピーク流量は、計画流域から流出する土砂量に基づいて、以下に示す式により算定を行う。 
 
 
 
 
 
 
Qsp：土石流ピーク流量（m3/s） 

Q
：土石流総流量（m3） 

Vdqp：1 波の土石流により流出すると想定される 
土砂量（空隙込み）（m3） 
Cd：土石流濃度（0.3≦Cd≦0.54） 
C＊：渓床堆積土砂の容積濃度（0.6） 
σ：礫の密度（2,600kg/m3） 
ρ：水の密度（1,200kg/m3） 
φ：渓床堆積土砂の内部摩擦角（30～40°程度 
⇒一般に 35°） 
θ0：現渓床勾配（°） 
 
 
（２）－７ 1 波の土石流により流出すると想定される土砂量 
 

1 波の土石流により流出すると想定される土砂量は、『土木事業設計基準 砂防編 長野県建設部 
H30.4 改訂 P9-3-8』、『土石流・流木対策設計技術指針解説，国土技術政策総合研究所資料，平成 28 年

4 月，P27』に示される下記の方法で設定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：『土木事業設計基準 砂防編 長野県建設部 H30.4 改訂 P9-3-8』 
出典：『土石流・流木対策設計技術指針解説，国土技術政策総合研究所資料，平成 28 年 4 月，P27』 
 
 
  

)tan(tan)(

tan

01.0

0

0

















d

dqp

C

Cd

VC
Q

QQsp

＊

131



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８－１３ 谷次数調査図 
 
 
  

Case-0   3,138m3 

Case-3  1,799m3 

Case-5   945m3 

Case-2   2,545m3 

Case-4  1,019m3 

Case-1   2,472m3 

Case-6   1,672m3 

Case-7   1,203m3 
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表 ８－１１ 移動可能土砂量算定表（計画基準点・本川） 
 

 
 
Case-0（本川）Vdqp=3138m3（採用） 
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表 ８－１２ 移動可能土砂量算定表（計画基準点・支川 1） 
 

 
 
Case-1（支川 1）Vdqp=2472m3 
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表８－１３ 移動可能土砂量算定表（計画基準点・支川 2） 
 

 
 
Case-2（支川 2）Vdqp= = 2545m3 
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表８－１４ 移動可能土砂量算定表（計画基準点・支川 3） 
 

 
 
Case-3（支川 3）Vdqp= = 1799m3 
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表８－１５ 移動可能土砂量算定表（計画基準点・支川 4） 
 

 
 
Case-4（支川 4）Vdqp= = 1019m3 
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表 ８－１６ 移動可能土砂量算定表（計画基準点・支川 5） 
 

 
 
Case-5（支川 5）Vdqp= = 945m3 
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表 ８－１７ 移動可能土砂量算定表（計画基準点・支川 6） 
 

 
 
Case-6（支川 6）Vdqp= = 1672m3 
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表８－１８ 移動可能土砂量算定表（計画基準点・支川 7） 

 

 
 
Case-6（支川 6）Vdqp= = 1203m3 
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表８－１９ 運搬可能土砂量算定表 

検討位置 
単流域 
面 積 
（km2） 

計 画 
日雨量 
R24
（mm） 

渓床勾配 
流 出 
補正率 
Kf2 

土石流 
土砂濃度 
Ｃd 

運 搬 可

能 
土砂量 
Ｖ

ec(m3) 

備 考 
I θ（°）

計画基準点 0.269 325.3 1/6.1 9.31 0.380 0.30 23,800  
 
 
 
 

表８－２０ 1 波の土石流により流出すると想定される土砂量 

基準地点 
移動可能土砂量 
Vdqp（ｍ3） 

 
運搬可能土砂量 
Vdy2(ｍ3) 

Vdqp(ｍ3) 

計画基準点 3,138 ＜ 23,800 3,138 
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８－５ 構造形式の検討

８－５－１ 越流部鋼製スリットの検討

鋼製スリットの透過部の断面形状については、『土石流・流木対策設計技術指針解説，国土技

術政策総合研究所資料，平成 19 年 3 月』の改訂から「構造部材及び機能部材として縦部材と横

部材」を設置することとされた。 

鋼製砂防構造物は、鋼製メーカーにより開発されており、開発当時は８社存在した会社が合併

や事業撤退などの結果、2017 年現在、４社が事業を展開している。 

本設計ではこの４社にヒアリングを行った結果、本計画えん堤としての適性のある、日鐵住

金建材の「鋼製スリットダム B 型及び T 型」、JFE 建材の「J スリットえん堤」、神戸製鋼所の

「格子型 2000C 工法」を検討の対象とした。 

このうち、共生機構株式会社は CBBO 型 HBBO＋型の 2 工法を製造しているが、より経済性に

優れる HBBO+型を比較の対象とした。 
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表８－２１ 鋼製部材の比較表 

工法名 
格子形（2000C）えん堤 鋼製スリットダム B型 鋼製スリットダム T型 J スリットえん堤 HBBO 型えん堤 

株式会社 神戸製鋼所 日鐵住金建材株式会社 日鐵住金建材株式会社 JFE 建材株式会社 共生機構株式会社 

イ メ ー ジ 図 

   
 

 

工 法 概 要 

φ508mm の鋼管を立体的にフランジ接
合し、立体フレーム構造を有した透過型
砂防えん堤である。 
立体フレーム構造とすることで一部の

部材が破損したとしても砂防えん堤全
体が崩壊につながらない、冗長性（リダ
ンダンシー）の高い構造となっている。 

鋼管を組み合わせた立体構造であり、
面外荷重に対しても十分な強度を有し
ている。堆砂後の除石メンテナスが容易
である。現場で、ボルト接合の作業で構
築するため施工性に優れ、省力化が図れ
ている。 

鋼管製の梁材と柱材で構成された鋼
製フレームを砂防堰堤の非越流部のコ
ンクリート間に配置した透過型堰堤で
ある。梁材及び柱材からなる鋼管フレー
ムは､基礎コンクリートおよび左右岸の
非越流部コンクリートの3面で支持され
た平面格子構造である。 

鋼管を組合せた開口率の大きい構造
であるため、洪水時に堰上げが発生しに
くく、土石流の先頭部を開口部にて確実
に捕捉します。    

リダンダンシーの高い立体フレーム
構造であり、一部の部材が破損しても全
体構造は破壊することなく機能を維持
します。 

現場組立はボルト接合のみとなって
おり、施工性に優れている。  

鋼材とコンクリートで構築した扶壁
の間に縦横のビームを配置した鋼製砂
防堰堤である 

扶壁の側面ではなく、前面で直接支承
させ、スクリーン機能部材と扶壁構造体
の連結一体化の合体を図っている。スク
リーン部材で扶壁ならびに天端ストラ
ット構造体の全域をカバーしているた
め、土石流衝撃力が軽減され、結果とし
てリダンダンシーの高い構造となって
いる。 

施 工 性 

 工場製作された鋼管を搬入し、フラン
ジ継手をボルト締めする工法である。 
 工場で一旦仮組みされるため、組立の
信頼性・施工精度が高い。 

工場製作された鋼管を搬入し、フランジ
継手をボルト締めする工法である。 
 工場で一旦仮組みされるため、組立の
信頼性・施工精度が高い。 

工場製作された鋼管を搬入し、フランジ
継手をボルト締めする工法である。 
 工場で一旦仮組みされるため、組立の
信頼性・施工精度が高い。 

工場製作された鋼管を搬入し、フランジ
継手をボルト締めする工法である。 
 工場で一旦仮組みされるため、組立の
信頼性・施工精度が高い。 

 直線鋼矢板の継手を利用するなど、ボ
ルト締め、溶接を行わずに組立が可能で
あり、施工性に優れている。但し、施工
精度管理の容易性は、他の 4工法より劣
る。 

除石の容易性 

縦部材は、基礎ｺﾝｸﾘｰﾄから一体となっ
ているため、解体は不可能である。 
除石は管理用通路にｸﾚｰﾝを配置し、土砂
を搬出しなければならず、容易ではな
い。 

縦部材は、基礎ｺﾝｸﾘｰﾄから一体となっ
ているため、解体は不可能である。 
除石は管理用通路にｸﾚｰﾝを配置し、土砂
を搬出しなければならず、容易ではな
い。 

縦部材が分割できるため、解体が可能
である。透過部に重機の進入路を確保
し、土砂の搬出が可能である。 

鋼材はボルト接合であるため、解体、
復旧に施工精度が求められる。 

縦部材は、基礎ｺﾝｸﾘｰﾄから一体となっ
ているため、解体は不可能である。 

除石は管理用通路にｸﾚｰﾝを配置し、土
砂を搬出しなければならず、容易ではな
い。  

横ビームが着脱可能な構造であり、透
過部に重機の進入路を造成することが
できる。（横ビーム脱着テスト実積有）
下流の管理用通路を利用して土砂運搬
が可能である。 

補 修 

 基礎部以外の部材の交換は可能であ
る。 
 交換できない部材についても、鋼材に
よる補強の事例がある。 

 基礎部以外の部材の交換は可能であ
る。 

両袖部が鞘管構造になっているため、
部材が破損した際にも、交換が可能であ
る。 

 基礎部以外の部材の交換は可能であ
る。 
  

横ビームなどの機能部材の取外し、交
換は可能である。バットレス部の補修
は、不可能である。 

施 工 実 績 
（）内は全国 

56(800) 41(982) 10(100) 33(450) 0(10) 

経 済 性 
(直接工事費) 

13,972 千円（130%） 10,748 千円(100%) 11,419 千円(106%) 11,285 千円(105%) 10,210 千円(95%) 

評 価 

△ ◎ △ ○ × 

 施工実績も多く、信頼性の高い工法で
あるがが、経済性に最も劣るため、不採
用とする。 

施工実績も多く、信頼性の高い工法であ
り経済性に優れるため、最適工法として
採用する。 

施工実績も少なく、経済性に劣るため、
不採用とする。 

施工実績も多く、信頼性の高い工法であ
るがが、B型に劣るため、不採用とする。 

施工実績がなく信頼性に問題がある。 

 施工実績は、砂防鋼構造物研究会の HP およびメーカー聴き取り結果
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８－６ 施設設計

８－６－１地質条件

土砂止工（堰堤）計画地点付近における想定地質横断図を以下に示すとともに、こ

れらを基にした地質状況と対策を以下に示す。

＜河床部の地質状況＞

河床は、河床堆積物（rd）が 3.5m 程度堆積し、その下部は深部に花崗岩（生田花 
崗岩）OGt が分布する。主堤底面は rd 層付近となるが、河床堆積物であり N 値が 0 
～23 程度であることから、土砂止工の荷重を地盤へ伝達できるよう、基礎底面を置き 
換えコンクリートとする。

＜左岸斜面＞

左岸斜面は、深部に基盤岩である花崗岩が風化した状態で存在するが、表面には河

床堆積物と評価された砂礫～礫混り砂～玉石混じり砂礫が厚く分布する。該当の地層

の N 値は 30 以下であるため、下層の aOGt 層を土砂止工基礎地盤とし、現地盤から 
の嵌入量を砂礫土相当として確保するものとする。

＜右岸斜面＞

右岸斜面は、斜面下部に河床堆積物として評価された砂礫が表面に分布し、1～2m 
程度で基盤岩となる花崗岩（生田花崗岩 CH 級）が出現するため、下部の袖の嵌入は 
砂礫相当、上部は岩盤相当として評価する。
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 図８－１４ 土砂止工横断図 
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８－６－２設計条件 

（１）設計流量 
  これまでの検討結果より設計流量は以下の値を使用する。 
 

 流量（m3/s） 
土砂含有を考慮した流量 9.5 
土石流ピーク流量 59.8 

 
（２）計画堆砂勾配 

１）現渓床勾配(θ0) 
 
＜計画捕捉量算出時＞ 
現渓床勾配(θ0)については、堆砂が想定される区間（砂防堰堤計画地点から 200m 上

流付近の勾配変化点）までの平均河床勾配として算出するものとし、下記のθ0＝1/6.1
とした。 

 

 ＝ ଴ߠ
ܪ߂

ܮ߂
 ＝ 

588.3‐555.5

200.0
 ＝1/6.10 → 	1/6.1 

 
＜土石流ピーク流量算出時＞ 
土石流ピーク流量を算出する際の現渓床勾配(θ0)については、土石流が発生する区

間（10°）以上とし、えん堤上流 200m のうち 10°以上の区間で算出する。本渓流で

は No.10 より上流 200m の区間が該当する。 
 

 ＝ ଴ߠ
ܪ߂

ܮ߂
 ＝ 

627.2‐589.3

200.0
 ＝1/5.28 → 	1/5.3 

 
 

２）平常時堆砂勾配(θn) 
 
平常時堆砂勾配は、現渓床勾配(θ0)の 1/2 として算定し、θn=1/12.2 となる。 
 

 ＝ ௡ߠ
1

2
ൈ  ＝ ଴ߠ

1

2
 ൈ 

1

6.1
 ＝ 1/12.2 

 
 

３）計画堆砂勾配(θp) 
 
計画堆砂勾配は、現渓床勾配(θ0)の 2/3 として算定し、θp=1/9.2 となる。 
 

 ＝ ௣ߠ
2

3
ൈ  ＝ ଴ߠ

2

3
 ൈ 

1

6.1
 ＝ 1/9.15 → 1/9.2 
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図８－１５ 砂防堰堤縦断図 
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図８－１６ 渓床勾配（本川） 
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８－６－３土石流諸元 

土石流諸元の算定にあたっては、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県

P-9-3-9』、『砂防基本計画策定指針(土石流・流木対策編)解説，平成 28 年 4 月』に

基づき、以下の 2 つの条件について算定する。なお、渓床勾配の使い分けについて

は、表によるものとする。 
 

（１）計算条件 
1) 堤体及び袖部の安定計算に用いる土石流諸元 

堤体及び袖部の安定計算に用いる場合の土石流諸元の算定は、堰堤が未満砂の

状態、すなわち、現況河床勾配時において土石流が流下した場合が、最も大きくな

ることから、現況河床勾配時における土石流諸元を算定する。 
 
2) 水通し断面の決定に用いる土石流諸元 

水通し断面の決定に用いる土石流諸元は、堰堤が満砂した状態で土石流が通過

する状態、すなわち、計画時堆砂勾配時に土石流が流下した場合を想定して土石流

水深を算出する。 
 

表８－２２ 土石流諸元の渓床勾配の使い分け 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）土石流諸元の計算式 
 
1) 土石流ピーク流量 

土石流ピーク流量は、前述したように Qsp=59.8m3/s となる。 
 
2) 土石流の流速および水深 

土石流の流速は、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県 P-9-3-9』、『砂

防基本計画策定指針(土石流･流木対策編)解説，国土技術政策総合研究所資料，

平成 28 年 4 月，P.30』より以下の(1)式により算出する。 
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  2132 sin
1  r

n

D
K

U   ・・・・・(1)式 

ここに、U：土石流の流速（m/s） 
    Kn：粗度係数（土石流フロント部＝0.10） 
    Dr：土石流の径深（ここでは Dr ≒Dd (土石流の水深)とする） 
    θ：堤体及び袖部の安定計算を行う場合→現況渓床勾配（θ0） 
    θ：水通し断面の決定に用いる場合→計画時堆砂勾配（θp） 
  
なお、土石流の水深は、前述(1)式と下記(2)式、(3)式を連立させて算出する。 

dsp AUQ      ・・・・・(2)式 

da

d
d B

A
D       ・・・・・(3)式 

ここに、Dd ：土石流の水深（m） 
    Qsp：土石流ピーク流量（m3/s） 
    U ：土石流の流速（m） 
    Ad ：土石流ピーク流量の流下断面積（m2） 
    Bda：流れの幅（m） 
 
また、土石流の流下断面積と流れの幅は次頁に示すとおりとし、堰堤計画地点上

流での断面を基に繰り返し計算により上記(1)、(2)、(3)式を連立させる値を求める

ものとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図８－１７ 土石流の流下断面積 Ad と流れの幅 Bda のイメージ 
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なお、土石流の流速と水深の算定に用いる河道断面は、『鋼製砂防構造物設計便

覧,鋼製砂防構造物委員会,平成 21 年版』では、以下のように示されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このため、本計画においても上記に準拠し、堆砂範囲の NO.1～NO.3 の断面を

平均化した断面を用いて土石流の流速および水深の算定を行うものとした。 
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図８－１８ 土石流の流速および水深の算定に用いる河道断面 

 

3) 土石流の単位体積重量 

 
土石流の単位体積重量は、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県 P-9-3-

10』、『砂防基本計画策定指針(土石流･流木対策編)解説，国土技術政策総合研究所

資料，平成 28 年 4 月，P.33』に準拠し、次式により算出する。 
  

)1( ddd CC    

 
ここに、γd：土石流の単位体積重量（kN/m3） 
    Cd ：流動中の土石流の容積土砂濃度 
    σ ：礫の密度（＝25.50kN/m3） 
    ρ ：水の密度（＝11.77kN/m3） 
 
 
4) 土石流流体力 

 
土石流流体力は、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県 P-9-3-10』、『砂

防基本計画策定指針(土石流･流木対策編)解説，国土技術政策総合研究所資料，平

成 28 年 4 月，P.34』に準拠し、次式により算出する。 
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ここに、F ：単位幅当りの土石流流体力（kN/m） 
    Kn：係数（＝1.0） 
    γd：土石流の単位体積重量（kN/m3） 
    g ：重力加速度(＝9.81m/s2) 
    Dd：土石流の水深（m） 
    U ：土石流の流速（m/s） 

 
（３）土石流諸元の算定結果 

これまでに示した条件および算定式を基に求めた土石流諸元を示す。 
 

表８－２３ 土石流諸元の計算結果
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８－６－４水通しの設計 

（１）水通し幅 
透過型堰堤における水通し底幅は、透過部の開口部の幅に等しいことから、開口部の幅

を設定し、これを水通し底幅とする。 
 
『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県 P-9-3-42』、『土石流・流木対策設計技術

指針，国土技術政策総合研究所，平成 28 年 4 月，P.29』によると、「開口部の幅は、透

過型の機能を十分生かせるようにできるだけ広くとる。」と示されている。また、『土石

流・流木対策の技術指針に関する講習会テキスト，財団法人砂防・地すべり技術センタ

ー，平成 19 年 12 月，P.46』によると、「土石流の流れの幅 Bba を開口部の幅の目安と

し、現地の状況を考慮して設定する。」と示されている。 
 
透過型堰堤の土砂捕捉の機能は、平常時に堆砂域が空の状態を確保し土石流のフロン

ト部を流下してくる巨礫により鋼製スリットが閉塞することにより土石流を捕捉するも

のである。 
 
しかしながら、開口部の幅が土石流流下幅よりも広い場合、巨礫を多く含む土石流のフ

ロント部が鋼製スリットの両端に衝突しない可能性がある。それにより、巨礫による鋼

製スリットの閉塞がされないことが考えられる。そのため、鋼製スリットが閉塞されて

いない箇所から土砂が下流に流出し、保全対象が被災する恐れがある。 
また、図 ８－１９ 上流断面の平準化に示すように土石流流下幅の端部は水深が低く、

この端部では土石流が巨礫と伴って流下するものと考えにくい。そのため、土石流が巨

礫と伴って流下するために水深をある程度確保する必要がある。 
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以上より、本計画堰堤の開口部の幅は、土石流が巨礫と伴って流下する幅は 9.85m と

なるが、下流で整備される表面排水函渠の幅が 2.0m であり、無理なすり付けをなくす

ために現況渓床幅程度の 5.0m とするものとする。 
 
 

 
図 ８－１９ 上流断面の平準化 

 
（２）袖小口勾配 

水通しの袖小口勾配は、標準値である 1:0.5 とした。 
 

（３）水通しの高さ 
水通しの高さについては、下記の『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県』、『土

石流・流木対策設計技術指針解説，国土技術政策総合研究所資料，平成 28 年 4 月』に準

拠して設定した。 
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透過部の設計水深は、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県 P-9-3-26』、『土石

流・流木対策設計技術指針，国土技術政策総合研究所，平成 28 年 4 月，P.24』によると、

「設計水深は、『土石流ピーク流量に対する越流水深の値』と『最大礫径の値』を比較し、

大きい値とする。」と示されている。 
また、『土石流・流木対策設計技術指針』の改定により、土石流・流木処理計画を満足

する（整備率 100％）渓流の最下流えん堤においては、不透過型砂防えん堤と同様に設

計水深は「土砂含有を考慮した流量」（洪水時）を対象とすると定められている。 
 
したがって、設計水深は、『土砂含有を考慮した流量に対する越流水深の値』と『最大

礫径の値』を比較し、大きい値とする。 
 

 
１）土砂含有を考慮した流量を対象とした越流水深の値 

 

土石流ピーク流量（土砂含有を考慮した流量を対象）に対する越流水深は、「5.2.3 土石

流諸元」で示したように、Z2=1.0m である。 
 
 

 

 

 

 
２）最大礫径 

最大礫径の値は、「礫径調査」で示したように、D95=0.7m とする。 
 
 
 
 

  

土石流ピーク流量(土砂含有流量)に対する越流水深の値 → Z2=1.0m 

最大礫径の値 → D95=0.7m 
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３）設計水深の設定 
上記に示した各越流水深の値を下表に示すが、表 ８－２４ 越流水深の比較及び採用

値より土石流ピーク流量に対する値が最大となることから、設計水深は 1.00m として設

定した。 
 

 

表 ８－２４ 越流水深の比較及び採用値 

算定方法 越流水深 備考 
土石流ピーク流量に対する越流水深 1.00m  

最大礫径 0.70m  
 

 

４）水通しの断面形状 
前項までの検討結果より、水通しの断面形状を以下のように設定した。 

 
 

設計水深 ：1.0（m）土石流ﾋﾟｰｸ流量（土砂含有流量） 
に対する越流水深 
水通し底幅 ：5.00（m）最小幅程度 
袖小口勾配 ：1：0.50 標準値 

 

 
図 ８－２０ 水通し断面 
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８－６－５ 本堤工の設計 

（１）越流部の設計 
１）スリット高さ 

本計画の鋼製スリット高は、鋼製スリット軸位置での有効高から 8.5m とした。 
なお、スリット基礎天端は堰堤上流の河床洗掘および渓岸浸食を生じさせないように、

かつ土砂捕捉効量が多く確保できるように最深河床高程度とした。 
 

 
図 ８－２１ スリット軸位置及びスリット高 

 

２）スリット間隔 
透過部の純間隔は『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県 P-9-3-43』、『土石流・

流木対策設計技術指針，国土技術政策総合研究所，平成 28 年 4 月，P.30～32』によると

以下のように示され、「純間隔は水平及び鉛直ともに最大礫径の 1.0 倍程度、最下段の透

過部断面高さは土石流水深以下に設定する」とされている。 
 

 
出典：『土木事業設計基準 第 9編 砂防事業 長野県 P-9-3-43』 

出典：『土石流・流木対策設計技術指針，国土技術政策総合研究所， P.31』 

図 ８－２２ 透過部断面の純間隔 

 

161



表 ８－２５ 透過型えん堤における透過部断面の設定 

 
 

 

 

 
鋼製スリットの水平・鉛直純間隔は、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県

P-9-3-43』、『土石流・流木対策設計技術指針，国土技術政策総合研究所，平成 28 年 4
月，P.30～31』においては、を縦横とも最大礫径 D95 の 1.0 倍と定められている。 

 
最下段の透過部断面高さは、『土木事業設計基準 第 9編 砂防事業 長野県P-9-3-43』、

『土石流・流木対策設計技術指針，国土技術政策総合研究所，平成 28 年 4 月，P.30～
31』に｢土石流の水深以下｣と示されている。 

また、最下段以外の断面の鉛直純間隔より小さくならないよう留意するとされてい

る。 
さらに、『鋼製砂防構造物設計便覧，財団法人砂防・地すべりセンター，平成 21 年

版，P.66』によると、礫によって開口部を閉塞させるタイプの堰堤では、最下段で最大

礫径の礫で閉塞させることが効果的としており、土砂捕捉機能を確実とするため、最下

段を最大礫径 D95 の 1.5 倍としている。 
 
また、非越流部と端部柱の隙間には、捕捉実積から最大礫径 D95 の 1 倍程度以下に

設定すれば特に横材を配置しなくてもよいとされている。 
以上の検討結果より、スリットの水平純間隔及び鉛直純間隔、並びに最下段の透過部

断面高さ、鋼製部と非越流部及び鋼製部ユニット間の純間隔は、以下に示すようになっ

た。 
 
・水平純間隔 
  Ｄ95×1.0 0.7×1.0＝0.7m 
・鉛直純間隔 
  Ｄ95×1.0 0.7×1.0＝0.7m 
・最下段の透過部断面高さ 
  Ｄ95×1.0 0.7×1.5＝1.1m 以下かつ土石流水深 h=1.28m 以下 

（0.7m より小さくならない） 
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・鋼製部と非越流部及び鋼製部ユニット間の純間隔 
  Ｄ95×1.0 0.7×1.0=0.7m（横材なし） 
 

 

 
図８－２３ 透過部構造  
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３）越流部の安定計算 
越流部の安定計算は、『鋼製砂防構造物設計便覧，財団法人砂防・地すべりセンター，

平成 21 年版，P89』によると、「透過型砂防えん堤の非越流部の安定条件及び設計外力

の考え方は、不透過型砂防えん堤と同様とする。」とされている。また、未満砂の場合

は開口部が存在することから、満水時は考慮せずに満砂後の土石流時の安定計算を行

うとされている。したがって、本計画も同様にするものとする。 
安定計算結果を巻末資料に示す。 

 
 

（２）非越流部の設計 
ここでは、本計画堰堤の非越流部の設計を行った。 

 
１）天端幅の設定 

天端幅は、以下の条件から表８－２６ 天端幅に示すように B=3.0～4.0m となる。 
・本計画地点の渓床勾配は I=1/6.1 である。（上流 200m 範囲での勾配） 
・土砂の流下形態は土石流である。 
また、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県 P-9-3-28』、『土石流・流木対策設

計技術指針，国土技術政策総合研究所，平成 28 年 4 月，P.12』によると、「本体材料が

無筋コンクリート製の場合の天端幅は、衝突する最大礫径の 2 倍を原則とする。」とされ

ている。本計画区間の最大礫径(Ｄ95)は 0.7m であることから天端幅は 2×0.7=1.4m と

なる。 
以上のことから、天端幅は最小の 3.0m とした。 
 

表８－２６ 天端幅 

 
出典：『土木事業設計基準 第 9編 砂防事業 長野県 P-9-3-28』 

出典：『河川砂防技術基準(案)設計編Ⅱ，国土交通省河川局監修 社団法人日本河川協会編，P.10』 

 

 

 

 

 

 

 天端幅(m)

転石

大規模の土石流

常襲地区

3.0～4.01.5～2.5

玉石

小規模の土石

流発生地区

～

～

玉石混じりの砂利

常時流出土砂の流

出が多い地区

～

～流出土砂形態
流出土砂量の比

較的少ない地区

砂礫混じりの砂利河床構成材料
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２）上流及び下流のり勾配 
非越流部の上流及び下流のり勾配は、安定計算より決定した。 
なお、『鋼製砂防構造物設計便覧，財団法人砂防・地すべりセンター，平成 21 年 P.90』

によると、「土砂及び流木の捕捉上、支障がないように、また、地震にも配慮して非越流部

の上流のり勾配は、1:0.2～1:0.3 程度とするのが良い」とされている。 
このため、安定計算は上流のり勾配を 1:0.2、1:0.25、1:0.3 の 3 ケースについて実施し、

これに対応する下流のり勾配を決定して、最適な断面形状の決定を行った。 
 

 
 

以下に非越流部の安定計算結果を示した。なお、安定計算書は巻末資料に示すものとす

る。 
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３）袖小口（L-3.00m,h=1.00m）のケース 
 

表８－２７ 上下流のり勾配と堤体断面積 
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４）土石流水深時（h=1.28m）のケース 
 

表８－２８ 上下流のり勾配と堤体断面積 
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以上より、「袖小口」と「土石流の水深と袖部の高さが一致する断面」の両方で安全性

を確保できる断面の内もっとも経済性の優れる「上流のり勾配 S=1:0.30、下流のり勾配

S=1:0.45」を非越流部の断面形状とした。 
 
８－６－６ 基礎の設計 

（１）基礎の根入れ 
 

砂防堰堤の基礎部については、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 P-9-3-45』におい

て下記のように示されている。 
 

表８－２９ 堰堤基礎部の根入れ 

 
出典：『土木事業設計基準 第 9編 砂防事業 P-9-3-45』 

 

当該堰堤の底盤の基礎地盤は、地質調査結果より砂礫相当と評価した。このため、図８

－２４に示すように堰堤底盤下版流端で 2.0m 以上（土砂）を確保した。 
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図８－２４ 堰堤基礎底版の設定 

 
８－６－７ 袖の設計 

 
（１）袖天端の勾配 

 

袖天端の勾配は『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 P-9-3-53』において下記のように

示され、「袖の天端に勾配をつける区間の長さは原則として地山までとするが、地形上、袖

の天端に勾配をつける区間の長さが長くなる場合は、現地状況等に応じて適切な長さで打

ち切るものとする。また、左右の長さが異なる場合は、短いほうに合わせて袖高を定める。」

とされている。 
本計画砂防堰堤は、袖天端の勾配は現渓床勾配（整数止め）I=1/6.0 とし、左岸側で設定

した袖高に合わせるものとする。 
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（２）袖部の上下流のり勾配 
袖部の上下流のり勾配は、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 P-9-3-55』において下

記のように示される。 
 

 
 

（３）袖の嵌入 
袖部の嵌入深については、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 P-9-3-54』において下

記のように示されている。 
本計画堰堤の袖部は、左岸側が土砂地盤、右岸側が岩盤であることより、下記に準拠して

所定の根入れを確保した。 
 

 

 

出典：『土木事業設計基準 第 9編 砂防事業 P-9-3-54』 
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＜右岸側＞ 
右岸袖部根入れは、表層から 3～4ｍ範囲がＮ値 30 以下の崖錐性堆積物（ｒｄ）

となり直接基礎の地層と評価されない。直接基礎の地層として、Ｎ値 30 以上の風

化・変質岩（ａＯＧｔ）地層を袖部支持層として根入れを行った。 

堤体袖部基礎は、風化・変質岩（ａＯＧｔ）地層が風化し粘土化しているためフ

ローティング構造とした。 

 

 

図８－２５ 袖部の嵌入（右岸側） 
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＜左岸側＞ 

左岸は、花崗岩岩盤であるため、岩盤部に 1ｍの根入れを行った。また、表層に

土砂がある場合は、土砂と岩盤を含めて 2ｍ以上の根入れが確保できるように行っ

た。 

 

図 ８－２６ 袖部の嵌入（左岸側） 
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（４）袖の間詰め 
土砂止工の上下流の岩盤掘削部の堤体と岩盤掘削の空間を間詰めコンクリートで充て

んする。間詰めコンクリートは、堤体と岩盤との密着により岩盤の風化防止、水浸透の防

止を目的として設計した。 
 
（５）袖部の流体力、衝撃力に対する検討 

袖部の破壊に対する安全な構造について、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 長野県

P-9-3-55』、『土石流・流木対策設計技術指針解説，国土技術政策総合研究所資料，平成 28
年 4 月，P.17』に以下のように示され、本計画堰堤においても下記に従い、流体力および

衝撃力に対する検討を行った。以下に、検討結果を示す。 
 

 

 

 
出典：『土木事業設計基準 第 9編 砂防事業 長野県 P-9-3-55』 

出典：『土石流・流木対策設計技術指針解説，国土技術政策総合研究所資料，P.17』 

 

 

１）対象ブロック 
袖部は目地毎のブロックに対して、土石流流体力及び礫の衝撃力と流木の衝撃

力を比較して大きい衝撃力に対して安全な構造とする必要がある。 
本計画堰堤袖部においては下図のように目地毎のブロックとして、A～E の 5 ブ

ロックに区分でき、透過部の基礎部となる C ブロックを除外するものとし、流体

力および衝撃力に対する検討は ABDE の 4 ブロックで実施した。 
なお、土石流流体力は「5.2.3 土石流諸元」で算定したものを用い、礫の衝撃力

及び流木の衝撃力は次頁以降で算定した。 

 
図８－２７ 本計画堰堤袖部のブロック区分 

砂防堰堤の袖部は礫の衝撃力と流木の衝撃力の大きい方に土石流流体力を加えた

ものに対して安全な構造とする。 
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２）設計条件 
袖設計条件は以下に示すとおりである。 
本計画では『鋼製砂防構造物設計便覧，平成 21 年版，財団法人 砂防・地すべり技術セ

ンター，P.23』に示されている一般的な広葉樹を想定して流木衝撃力を算定する。 
 

表８－２９ 設計条件 

土石流諸元 

土石流水深（m） 1.28 

土石流の流速（m/s） 4.75 

土石流流体力（kN/m） 47.60 

D95：最大礫径（m） 0.7 

重力加速度（m/s2） 9.81 

流木諸元 

流域内に生息する主な樹種 
広葉樹（ﾐｽﾞﾅﾗ

値） 

流木の最大直径（m） 0.15 

流木の最大長（m） 7.8 

コンクリートの諸元 
設計基準強度（N/mm2） 18 

設計圧縮強度（N/mm2） 13.8 

設計に用いる数値基

準 

ρc：コンクリートの単位体積重量（kN/m3） 22.56 

E1：コンクリートの終局強度割線弾性係数

（N/m2） 

2.548×109 

ν1：コンクリートのポアソン比 0.194 

ρR：礫の単位体積重量（kN/m3） 25.50 

E2：礫の弾性係数（N/m2） 4.900×1010 

ν2：礫のポアソン比 0.230 

摩擦係数 0.7 

せん断摩擦安全率 4.0 
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３）礫及び流木の衝撃力の算定 
礫の衝撃力及び流木の衝撃力は以下のように算定した。 
 

表８－３０ 礫および流木の衝撃力 
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４）袖部の破壊に対する構造検討 
前項の算定結果を基に目地毎のブロックについて、袖部の安定計算を行った。 
その結果、下表に示すように、すべてのブロックにおいて流体力および衝撃力に対して

安全な構造となっていることが確認された。 
 

表 ８－３１ 袖部の安定計算結果 
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８－６－８ 擦り付けの設計 
 
（１）前庭保護工の検討 

スリット堰堤は、基礎部が下流に長く、スリットを越流した場合、越流落下物が、スリ 
ット基礎部に落下する。このため、以下の検討を行い前庭保護工が必要か検討を行う。 
 

 １）検討方法 
スリットが閉塞し、スリット天端を洪水流の跳躍飛距離を計算する。 

 
対象流量   Ｑ：11.53ｍ3/ｓ 
袖小口勾配   1:m2： 0.50 
越流水深 h3  h3：1.00ｍ 
本ダム水通し下幅 B1：6.00ｍ 
本ダム高さ  Ｈ：12.00ｍ 
水叩きの厚さ  t：3.50ｍ 

 
 
  基礎天端から本ダム天端まで 

H1 ＝ Ｈ－t ＝ 12.00－3.50 ＝ 8.500 m 
 

本ダム越流部流速 
VO ＝ Ｑ／h3(B1＋h3m2) 

＝ 11.53 / 1.00 × (6.00 + 1.00×0.50) 
＝1.920 m 

 
水脈落下地点流速 

V1 ＝ (2g(H1+h3))^0.5 
＝ (2×9.8×(8.50+1.00))^0.5 
＝ 13.646 m 

 
水脈落下地点の跳水前の射流水深 

h1 ＝ Ｑ／B1／V1 
＝ 11.53/6.00/13.646 
＝ 0.141 m 
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水脈落下地点の跳水前の射流フルード数 
F  ＝ V1/(g*h1)^0.5 

＝ 13.646/(9.8*0.141)^0.5 
＝ 11.609 m 

 
水派飛距離 

Lw ＝ VO(2*(H1+h3/2)/9.8)^0.5 
＝ 1.920×(2*(8.500+1.000/2)／9.8)^0.5 
＝ 2.602 m 

 
計算の結果、水脈 飛距離が 2.602ｍとなり、基礎底板上に落下する結果となったの

で、前庭保護工は不要となる。 
これにより、擦り付け護岸底張りコンクリートの厚さは 30ｃｍのままとする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

178



（２）帯工 
擦り付け護岸が破損した場合、流れを制御するために帯工を配置する。また、帯工は水

路工の先端に位置するため、遮水機能も有するような袖貫入をおこなう。 
 
１）帯工 

帯工の位置は、本堤 100 年確率洪水が流れる接続水路幅 6.0ｍから 100 年確率 

が流れる水路幅 2.0ｍまで流路幅を絞りこむ、このため、流路の絞り込みの式は、次

式を使用する。 
 

L＝３B 
 

L：流路の絞り込み延長 
B：本堤の水通し上幅 （6ｍ） 

長野県指針 9-3-92 
 

L＝３×6.0ｍ＝18.0ｍ 
 

よって、本堤水通し肩から帯工水通しまでの距離を 18.00ｍとする。 
 
 

２）帯工の堤高 
帯工の堤高は、現況河床から１ｍ根入れをとり、堤高を 4.20ｍとした。 

 
 

３）帯工の袖嵌入と根入れ 
袖部の嵌入深については、『土木事業設計基準 第 9 編 砂防事業 P-9-3-54』にお 

いて下記のように示されている値を帯工として読み替えて使用する。 
本計画帯工の袖部は、右岸側が土砂地盤、左岸側が岩盤であることより、下記に準 

拠して所定の根入れを確保した。 
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４）帯工の高さ 

帯工の堤高は、現況河床から１ｍ根入れをとり、堤高を 4.20ｍとした。 
 
 

５）帯工安定計算の条件 
・越流水深 ｈ3＝1.44ｍ （帯工下流に接続する三面張り水路の水深） 
・堤高 H＝4.20ｍ 
・天端幅 B1＝1.00ｍ 
・流水の単位堆積重量 rw＝11.77 KN/m3 
・コンクリートの単位堆積重量 rc＝22.56KN/m3 
・摩擦係数 ｆ＝0.6 （礫層） 
・地盤の反力 Qa＝294 KN/m3 （礫層） 
・安全率 ｎ＝1.2 
・下流堤体の勾配 1：0.20 
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６）帯工の安定計算時の外力 
・安定計算時の外力条件は洪水時で計算する 

 
 

７）帯工安定計算結果 
帯工の安定計算結果より上流法勾配は１：0.6 の結果となった。帯工安定計算書を

巻末資料に示す。 
 

帯工の現況地形横断図は 1/1000 地形図から読みとり作成した。施工時は、工事測

量を行い、実測横断測量図を作成して帯工構造の根入れ・嵌入量を確認し、施工管理

者と工事監督者の確認後に施工する。また支持地盤反力についても確認し施工する。 
 
（３）擦り付け護岸工 
  擦り付け護岸工については、巻末資料の通り安定計算を実施している。 
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第９章 施工計画  

 

９－１ 計画方針 

 （１）計画方針 
   本工事は、橋長約８０m の半の沢橋梁が狭隘かつ接続部の線形が厳しいため、新設した東

山トンネル及び西下トンネルの発生土と中央新幹線南アルプストンネル（長野工区）の発生

土を有効活用し、路体盛土を行い道路の拡幅と線形改良を目的に実施するものである。（図

9-1、9-2） 

工事の実施にあたっては、現状の半の沢橋梁（図 9-3）の撤去が必要なこと、小渋川管理

用道路上に盛土を実施することから、適切に迂回路を設置し、一般車及び小渋川管理用車両

の通行に極力影響が少ない計画とする。 

   また、半の沢～小渋川最下流域には中川村の渡場地区があるため、施工中のトラブルによ

って影響が及ばないよう適切な土砂及び濁水等の流出防止を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９－１ 半の沢完成予想図（前面側から望む）     図９－２ 半の沢完成予想図(上方側) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９－３ 現状の半の沢橋梁
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（２）施工条件と課題 

2.1 地形及び半の沢の周辺状況 

 半の沢は、２本の県道トンネル発生土を仮置きしていた経緯もあり、本工事での盛土範囲

は4.8haで中川村の村有地でもある。 

盛土中央部には上流域26.9haを有する半の沢があり、本計画では、盛土上の新たに改

良された県道への土石流を抑制するため、半の沢上流部にH=12.0ｍ級の土砂止工を計画して

いる。なお、この土砂止工は、土石流から盛土を保護することを目的とし、鋼製スリット有

する透過型を採用している。半の沢の流水は、土砂止工から下流側では盛立て完了した箇所

に設置した開水路を経由し、現状の小渋川の合流点に放流される。 

  

2.2 各種規制等 

 盛土範囲は小渋川河川境界に近接しているものの、現状の河川水位の範囲より約50ｍの離

隔が確保されているため、小渋川の氾濫水が直接盛土面へ影響することは少ない。ただし、

洪水時において小渋ダムから計画放流量を超えた放流が発生した場合には、水位上昇に伴い

盛土部への影響が考えられるため、新たに追加的な防災対策が必要となる。 

 現状の半の沢橋梁の上流側（半の沢上流側で図9-4、図9-5、図9-6を参照）には保安林が設

定されているため、保安林解除申請が許可された以降での着手となるので、制限解除される

時期を想定した施工手順や工程を設定する必要がある。 

 工事箇所が松川インター大鹿線上の半の沢にあるため、現状の交通量を維持しながら施工

中は、現道の半の沢橋梁撤去を前提に、複数回の県道迂回が余儀なくされる。盛土工や現橋

梁の撤去工等の工事影響を協力回避させるため、迂回路等との最低限の離隔を確保し、適正

な迂回路工を設定する必要がある。 

 

2.3 地元及び関係機関との調整 

   半の沢管理道路について、施工中は県道から小渋川右岸の管理道へのアプローチを維持し

ながら、迂回ルートを確保しなければならない。なお、最終的には盛土法面に新設する管理

道路へと接続させることになる。 

   中川村の渡場地区は、半の沢～小渋川に至る最下流域となっているため、施工中のトラブ

ルにより影響が及ばないよう最大限配慮し、土砂や濁水等の流出防止に努めなければならな

い。 

   県道松川インター大鹿線内では、半の沢工事と同時期に明かり4工区の拡幅改良が実施（図

9-7を参照）されているため、工事車両の増加や交通規制等の負荷低減を目的に県や周辺自治

体、JR、施工会社との工程調整が必要となる。 

 

2.4 砂防指定地内での高盛土の施工 

   高盛土の安定性確保が非常に重要となる。安定性確保には、ソイルセメントでの設計上の

物性値を確保すること、盛土内への流入水を防止し、間隙水圧（地下水位）を盛土高さの1/

2以内に抑制するよう地下排水工を行い、維持管理に努めること。さらに、施工中の安全管理

を確実に行い、異常時発生時での対応を事前に定め、大きなトラブルや災害に繋がらないよ

う施工管理が重要となる。 
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図９－４ 半の沢計画平面図(保安林範囲図) 
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図９－５ 半の沢計画縦断図(保安林範囲図を参照) 

保安林範囲図 

▽530（保安林範囲外の盛土可能高さ） 
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図９－６ 半の沢計画縦断図(保安林範囲図を参照) 

盛土範囲は保安林対象外 
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図９－７ 県道松川インター大鹿線関連工事計画平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

渡場交差点 東山トンネル（3/28供用開始）

西下トンネル（12/15供用開始）
道路拡幅箇所
トンネル新設箇所

半の沢

拡幅区間1 拡幅区間2 拡幅区間3 拡幅区間4 拡幅区間5（完了）

県道59号松川インター大鹿線
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９－２ 施工工程 

（１）施工フロー 

  施工手順を図9-8のフロー図に示す。なお、この施工手順は各種規制での許認可状況

によって変更する可能性がある。また、現段階においては、半の沢橋梁上流が保安林指

定地となっているため、保安林解除の許可が下りるまで期間については、下流側の保安林指

定地外から造成工事を開始する前提としている。 

 なお、排水末端部の擁壁等については、河川区域内に位置するため出水期を避けて施

工する。その他の施工時期等については、砂防指定管理者等と協議の上、実施する。 

 

 

※1 管理基準値については、第１０章安全管理による。 

※2 異常時とは、第１０章安全管理による。 

図９－８ 施工フロー図 

準備工 

液状化対策 基盤排水① 

基盤排水② 

迂回路造成工 橋梁撤去工 

上部盛土工 集水井+排水工 

既設水路切廻し 

管理道路工 

小段排水 

施工ｽﾃｯﾌﾟ 

完了 

迂回路工 

開水路工 

完了 NG 

OK 

異常時※2

④県道迂回工

開水路工 小段排水 

②基盤工

ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ改良 改良土盛土工 管理道路工 

管理基準値※1 

③下部盛土工

（ソイルセメント改良）

OK 

点検・確認・対策

路盤・舗装 

道路・完了 

⑤上部盛土工

（トンネル発生土主体） 

NG 

⑥舗装・本線切替工

【施工ステップ】 

①準備工

管理基準値※1 

異常時※2
点検・確認・対策

対策後 
施工ｽﾃｯﾌﾟ 

完了 

OK 

完了 OK 

工事中止・各方面連絡 

工事中止・各方面連絡 

大規模 

小規模 

大規模 

小規模 

対策後 

供用開始 
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（２）工事工程 

半の沢の工事工程表を以下に示す。 

 

 

 

表９－１ 半の沢工事工程表(案) 

1/4 2/4 3/4 4/4 1/4 2/4 3/4 4/4 1/4 2/4 3/4 4/4 1/4 2/4 3/4 4/4

①準備工

②基盤工（地下排水工、水路切り回し他）

③下部盛土工（ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ）

④県道迂回路工（橋梁撤去含む）

⑤上部盛土工

⑥集水井工

⑦観測井工

⑧土砂止工

⑨開水路工・小段排水工

⑩法面工（植生工）

⑪舗装・本線切替工

１年目 ２年目 ３年目 ４年目
工種
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（３）各段階における施工計画図 

（３）－１ ソイルセメントの施工計画 

 ソイルセメント施工方法の選定 

  ソイルセメントは、改良する盛土材の種類やセメントとの攪拌状況、施工量に応じて合理的

かつ品質確保が可能な施工方法を選定しなければならない。 

  他事例で実績のある工法により選定した結果、プラント安定処理工法の自走式土質改良工法

を選定する。なお、当該案では、一日当たりの施工量を約1,000ｍ3/日とした場合、ヤード内に

3セットのプラントを設置する必要となった。なお、現状の管理道路からのプラント及びセメン

トローリー車の運搬は可能であることは確認している。 

表９－２ ソイルセメント攪拌混合用機械一覧（施工量1,000ｍ3/日対応） 

 

 ソイルセメント施工要領 

半の沢においてソイルセメント攪拌混合用の施工ヤードを別途確保することは困難であるた

め、盛土用地内で施工ヤードを確保しなければならない。盛土の進捗に合わせ図９－９に示し

た機械配置での段取りを図９－１０に示した手順で施工ヤード（ソイルセメント攪拌混合プラ

ント）を移設しながら行うことになる。特に、改良土運搬用のダンプトラックと発生土搬入用

のダンプトラック、セメント用ローリー車等が狭隘な施工ヤードで錯綜するため、運行上のト

ラブル防止や法肩部からの車両転落には十分注意しなければならない。 
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 ソイルセメント施工管理 

   半の沢のソイルセメントは、セメント添加量100㎏/ｍ3において、以下のような要求品質が求

められている。なお、ソイルセメントに使用する材料は、六価クロム溶出量低減型の汎用固化

材（特殊土用）を使用する。室内試験での使用材料は、太平洋セメント製の汎用固化材（特殊

土用）「ジオセッと200」を使用した。 

 

 

表９－３ ソイルセメント要求品質 

※室内試験において、3種類の発生土に所定のセメント添加量での1週間養生後、三軸圧縮試験（Ｃ

Ｄ法）で求めた物性値を採用した。 

 

   施工にあたっては、試験施工を実施し、施工機械の選定と１層あたりの巻出し厚や転圧回数

を確認する。また、現場密度（締固め度95％）一軸圧縮強度の実施により、設計の物性値が得

られることを確認して、施工管理方法を確立する。なお、表９－３の発生土ごとの試験結果に

より施工管理方法を確認する。 

   また、施工中の品質管理は、5ｍの小段盛り立て完了毎に発生土の施工上確認のため、粒度試

験、含水比試験及び現場密度試験や一軸圧縮試験により圧縮強度から粘着力（Ｃ＝1/2ｑu）を

確認する。概ね50,000ｍ3/回を目安に品質管理用の試験を実施することになる。
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 ①ソイルセメントの施工計画図 

図９－９ ソイルセメント施工計画図（１） 
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図９-１０ ソイルセメント施工計画図（２） 
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図９－１１ ソイルセメント施工計画図（３） 
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（３）－２ 県道迂回路の施工計画 

 

半の沢での県道迂回路方法として、表９－４迂回路案①、表９－５迂回路案②、表９－６迂回

路案③を検討した。検討の条件は、 

①保安林解除申請期間をどの程度考慮したか 

②橋梁撤去工事の作業方法はベントでの仮受け撤去を前提に計画し、作業ヤードを確保できる

  か 

③一般車両の安全性を最優先で迂回路を検討できたか 

④迂回路の回数を極力減らすことができ、また迂回路の期間も短縮したい 

⑤保安林解除申請期間が盛土工や橋梁撤去工等の全体工程遅延に繋がらないような迂回方法で

あるか 

⑥盛土安定や排水路確保への影響を抑制したい 

 

 正式な迂回路方法は、中川村、大鹿村、国交省天ダム事務所との協議によって決定されるが、

比較検討の結果、表９－６迂回路案③が最も適用可能な迂回路と判断される。 
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